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はじめに
２０１２年７月に固定価格買取制度（以下，FIT）が導入されて以降，日本
国内で再生可能エネルギー発電事業への関心が急速に高まっている。現状で
は，FITによって参入が比較的容易な太陽光発電は新たなビジネスチャンス
となっている。しかし，発電規模を大きくすることでコストを下げ，収益率
を高めることを狙っているメガソーラーを中心に大企業の発電事業者主導の
ものが多数占めているため，再生可能エネルギーの成果が地域に還元されな
い恐れがある。
一方，余剰電力の買取価格が高く設定されたこともあって，地域における
住民やNPO，または地元企業による再生可能エネルギー事業への参入が進
みつつあり，再生可能エネルギーの利活用により地域再生や活性化を図ろう
とする考えが提起されている。豊田（２０１５）は，２０１３年・２０１４年調査結果
の比較分析から，近年の市民による共同発電所の導入について，次のような
傾向を明らかにした。第一に，事業規模が拡大している。第二に，規模拡大
に合わせて資金調達方法も多様化している。第三に，発電所に取り組む団体
は，市民団体，行政と地域住民による地域協議会，自治体，生協などが多様
に展開している。第四に，現在２０以上の自治体において再生可能エネル
ギーの普及促進を目的とした自治体条例が制定され，自治体との連携・協働
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１９３
が進んでいる。
本章では，地域や地域の住民を中心に立ち上げた再生可能エネルギー事業
の事例をいくつか取り上げ，事業の主体，資金調達及び発電事業の成果を地
域に還元する仕組みに焦点を合わせて分析を行う。具体的には，滋賀県野洲
市，徳島県佐那河内村，岐阜県石徹白地区，奈良県吉野町，高知県梼原町，
岩手県葛巻町などを取り上げる。いずれも，再生可能エネルギーの活用を通
じた地域活性化に取り組んでいる事例であるが，それぞれの取り組みの主体
や動機は異なっている。それによって，売電収益を地域に還元するあり方も
変わってくる。そこで，事業運営の主体を「NPO主体型」，「集落主体型」，
「行政・地元企業主体型」の３つに分けて検討する。そしてそれぞれ，地域
活性化に貢献しようとする場合に直面する課題を明らかにする。
１．地域における再生可能エネルギー事業の実態
１．１ 全国における展開
FIT制度によって，再生可能エネルギーで発電した電力を一定価格で電気
事業者が買い取ることを義務付けられたため，再生可能エネルギー事業の収
益状況は大きく改善された。そのため，再生可能エネルギー発電設備は急速
に増えている。表１のように，FIT開始後日本全国の再生可能エネルギー発
電設備の認定量は２０１４年１１月末時点で７，３４９万kWとなり，すでにFIT開
始前の累積導入量２，０６０万kWの３．５倍以上に達した。
それとともに様々な課題が浮上してきている。①太陽光発電の増加が大部
分を占めている。特にFIT導入前の太陽光発電は住宅用が多く，主に余剰電
力を売電するのが中心だったが，FIT導入後売電収益を目的としたメガソー
ラーを中心とする太陽光（非住宅）が急激に拡大していることが課題として
議論されている。②設備の認定量７，３４９万kWの内すでに運転を開始した設
備容量は１，４９３．１万kWに過ぎない。経済収益を求めるために売電の権利だ
けを取得し運転開始を意図的に遅らせていると考えられている。③これまで
行った再生可能エネルギー事業は公的支援や外部からの投融資が多く利用さ
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太陽光（住宅） 約 ４７０ ９６．９ １３０．７ ５２．２ ３３４
太陽光（非住宅） 約 ９０ ７０．４ ５７３．５ ５３２．２ ６６８８
風力 約 ２６０ ６．３ ４．７ １０．７ １４３
中小水力 約 ９６０ ０．２ ０．４ ２．７ ３４
地熱 約 ５０ ０．１ ０ ０ １
バイオマス 約 ２３０ ２．１ ４．５ ５．６ １４８
合計 約２０６０ １７５．８ ７１３．９ ６０３．４ ７３４９
１４９３．１
表１ 再生可能エネルギー発電設備の導入状況（２０１４年１１月末時点）
（単位：万kW）
出所）経済産業省資源エネルギー庁資料より作成
れた，いわゆる「外来型地域開発」であるため，再生エネルギー産出地に
とってはメリットが少ない。
１．２ 地域活性化への実態
再生可能エネルギー事業における地域活性化の実態について，２０１４年７
月に，一橋大学自然資源経済論プロジェクトと朝日新聞社が合同で，全国
１，７４１の市区町村を対象に，再生可能エネルギーの導入状況について調査し
た「全国市区町村再生可能エネルギー実態調査」の結果が参考になる１）。回
答した自治体のうち，稼働中の再生エネルギー施設（住宅用太陽光発電や大
規模水力発電は除く）があるのは７５％である。太陽光発電はこのうちの９
割を占める。施設の７割は自治体，域内外の民間企業と住民個人が設置主体
１）一橋大学（自然資源経済論プロジェクト）・朝日新聞社（２０１４）「全国市区町村再
生可能エネルギー実態調査」
地域における再生可能エネルギー事業の実態と課題 １９５
になっている。推進理由については，「温室効果ガスの削減」，「エネルギー
の地産地消」，「遊休地などの有効活用」，「地域の活性化」などがあげられて
いる。多くの自治体が再生可能エネルギーの推進に意欲的で，電力消費や売
電収益だけでなく，再生可能エネルギーを利用することによって地域活性化
にも期待が寄せられていることが分かった。一方で再生可能エネルギー事業
の導入における課題については，系統への接続の困難さや固定価格買取制度
の先行き不透明さ，農地転用をはじめとした許認可手続きの煩雑さなどと
いった国レベルでの制度的な問題や，ノウハウや経験不足，担い手不足，資
金調達の困難さといった地域レベルでの問題も多く見られる。
１．３ 地域活性化に役立つ素材としてのメリットとデメリット
再生可能エネルギー事業を地域活性化に役立たせようと考える場合，その
メリットを分析すると，以下のようにまとめられる。
第一に，再生可能エネルギー資源は普遍的に存在するので，どこでも事業
を始めやすい。再生可能エネルギーは，太陽光，風力，小水力，バイオマ
ス，地熱など，いずれも地域に存在する自然資源であり，CO２を排出せず資
源量が豊富で枯渇しないので，事業の持続可能性が高い。
第二に，再生可能エネルギー事業は固定価格買取制度により，一定の収益
性を見込むことが可能となり，継続的な経営によって地域社会の振興に資す
ることができる。再生可能エネルギー事業は，日本の国策として今後大きく
成長することが予想されている。とりわけ固定価格買取制度の導入後，再生
可能エネルギー事業は火力発電に比べて発電コストが高く，事業採算性が不
利という点が是正された。現時点では，政策により発電量が長期間一定の価
格で買い取られるため，事業施設を設置すれば，ほぼ予想された通りの収入
を確保することが可能である。事業を継続的に経営するための採算性と収益
の安定性が大きい。
第三に，小さい投資額で事業を始めることができる。現在，再生可能エネ
ルギー事業を行う場合，資金調達の方法は主に市民ファンド，金融機関およ
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び政府機関による融資と補助金の三つがある。マネジメント力や技術，労働
力が少なくても事業に参入できる。再生可能エネルギー事業は初期の設備建
設以外に必要な労働力や技術などが少ないため，過疎になった中山間地域で
も事業に参入しやすい。
次に，再生可能エネルギー事業を選ぶデメリットについては，大きく３点
が挙げられる。
第一に，再生可能エネルギーは他のエネルギー源と比べてエネルギーの密
度が低い。生み出せるエネルギー量に対して必要な面積や体積が大きいた
め，必要な発電量を確保する場合，大きな面積あるいは設備が必要である。
小さなコミュニティがビジネスとして大きな収益を上げることは難しい。
第二に，事業の収益はFITの制約を受ける。FIT導入後，事業の需要と売
上は制度の方針によって確保されている反面，事業者の経営や努力などの事
業に対する影響が薄い。すなわち，買い取り価格の単価以上の収益を上げる
ことは難しい。また，今後政策によって，買い取り価格が下がり，収益性を
確保できなくなるという懸念が存在している。そのため，付加価値を持った
発電事業として，事業の仕組みづくりに工夫しなければならない。
第三に，バイオマスを除き，再生可能エネルギーの設備導入に対する専門
知識，技術ノウハウ及び労働力が少なくても事業に参入できる反面，雇用の
創出力は大きくない。
２．再生可能エネルギー事業の資金調達方法
２．１ 事業の採算性とリスク
再生可能エネルギー事業は，地域貢献や環境貢献といった側面から，社会
的意義の大きい事業である。しかし，継続的なビジネスとして成り立たなけ
れば，地域への貢献などを果たすこともかなわない。そのため，綿密な事業
計画を立て，経済的にも採算性があり，合理的なものであることを示すこと
が不可欠である２）。
２）寺西ほか（２０１３）p.１３８-１５０
地域における再生可能エネルギー事業の実態と課題 １９７
再生可能エネルギー事業の場合は，特に開発初期段階に相対的に多額の資
金が必要になるという特徴がある。一方，操業段階に至れば，支出面はメン
テナンス費用に限られる。FITによって安定して売電収入を得ることができ
る。そのため，事業計画を立てやすい事業ともいえる。事業の収入源はほぼ
売電収益から獲得するため，資金調達の管理，リスクの分析は重要である。
再生可能エネルギー発電事業におけるリスクについて，寺西（２０１３）は以
下のように整理した。まず，初期段階では，用地確保や系統接続，環境影響
における調査がスムーズに行われるかどうかがリスクとなる。また，事業運
営段階では，設備の故障，天候，地域社会の合意などがリスクとなる。さら
に，自然災害や政策の変更のリスクもある。これらのリスク回避のため，
「再生可能エネルギー事業は，さまざまな外部機関と連携すること，そして
それらと連携しやすいビジネス環境を作り上げることが求められている」と
提起されている。
２．２ 資金調達の形態
再生可能エネルギー発電事業の資金調達方法は出資，融資，補助金，寄付
などに大別できる。詳しくは寺西（２０１３）を参考にし，表２のようにまとめ
られる。筆者は過去に日本における市民共同発電所の資金調達の方法につい
て議論した３）。すなわち，経営権を担うかどうかにより，経営権のついた出
資（株式会社や組合方式など）と，経営権のついていない出資（ファンドや
地方自治体が募集する地方公募債という方式）の２つに分けられる。募集方
法や配当金の金額次第で実施できる資金調達の可能性が左右される。また，
事業規模の拡大に向けて，地域内に限らず，全国から出資者を集めることも
ある。この場合は，売電収益が発電した地域内に留まらない可能性がある。
経営権のついた出資の場合，出資者は発電所の経営に関与でき，自分の意
見を表明できる。収益を出資者に還元するため，出資者にとって経済的イン
センティブがあり，資金調達の規模を大きくすることが可能である。ただ
３）査蕾（２０１３）
１９８ 桃山学院大学経済経営論集 第５７巻第４号
し，事業の運営状況によって，利益が多ければ配当が高くなるが，事業がう
まくいかない場合，出資金は償還されないか元本割れする可能性があり，投
資リスクは大きい。一方，運営側にとっては，資金の集めがしやすく事業の
かたちが作りやすいという特長がある。ただし，運営に関する責任を限定さ
れているため，出資者の意向が主なものとなり，利益優先になる傾向があ
る。
経営権のついていない出資の場合，出資者は経営に関与できないが，元本
割れリスクが少なく，一般市民には出資しやすい形であると考えられる。た
だし，その反対に運営側の償還責任が大きい。金融商品となるため，運営側
の組織制度の問題やリスク管理，強い信用力などが求められることになる。
寺林（２０１３）は，事業組織形態による資金調達方法と課題を合同会社，株
式会社，協同組合，一般社団法人，NPOに分けて分析した（表３）。事業運
営の組織について，協同組合が有力な候補であると提示した４）。この点に関
して，実際にドイツでは地域主導で再生可能エネルギー事業を立ち上げる場
４）寺林（２０１３）pp.８３-１００
調達区分 調達方法 内容
出資 協同組合 協同組合に対する組合員からの出資。
市民ファンド
集団で投資を行う仕組み（ファンド）を通じた市民
からの出資。
普通株式
株式会社方式による個人投資家・機関投資家からの
出資。
メザニン 優先株式 出資と融資の中間的な位置づけの部分で，両者が不
足する際に利用される。市民ファンドから劣後借入
を行う方法もある。劣後借入
融資 借入 主に金融機関による融資。
その他 リース リース会社との契約による設備の賃貸。
募金・寄付金 個人・団体から無償提供された資金。
補助金 国や地方自治体の設備設置補助金。
表２ 再生可能エネルギー事業の資金調達方法
出所）寺西（２０１３）
地域における再生可能エネルギー事業の実態と課題 １９９
事業組織形態 手順・手続 資金調達方法および地域に活かす際の課題
合同会社
比 較 的 容
易
株式出資。配当や議決権は出資比例。設立コストな
ども株式会社に比べて有利となる。定款の自治性も
高いため，小規模な事業に向いている。パス・ス
ルー課税が認められておらず，法人と出資者で二重
課税を被る点などが課題となる。
株式会社
必 要 な 手
続 き が 多
い
社員出資。配当，決定権は定款自治。株主への配当
を目的とした事業組織のため，運営上，公共性の確
保が難しい。資金調達の手段は金融機関の借入や社
債発行など多様であるが，ある程度規模の事業を扱
うことが前提となる。
協同組合
新 設 が 困
難
組合員・会員出資。農山漁村電気導入促進法に基づ
き農協などが電力事業を担ってきた実績ある。ただ
し，事業用途や担い手及び利益の運用の制限がある。
一般社団法人
比 較 的 容
易
基金への拠出金。出資を募ることができない，また，
金融機関から融資を受けることも困難である。外部
ファンド事業者との連携が必要。住民出資を主力と
するファンドで地元への利益還元可能。公共性高，
利益分配不可。
NPO
比 較 的 容
易
寄付や疑似私募債の活用（利子可），外部に任意組合
と連携が必要。公共性高いが，組織単独では資金調
達面の課題が多い。
表３ 事業組織形態による資金調達方法と課題
出所）寺林（２０１３）より加筆作成
合にエネルギー協同組合を新設する例が増えているが，日本では事業内容ご
とに協同組合法が制定されていることから，再生可能エネルギー事業を行う
目的で協同組合を新設することは困難であることが課題である５）。
３．事業の担い手と地域還元の手法
ここでは，地域や地域の住民を中心に取り組んだ再生可能エネルギー事業
をいくつか取り上げる。その際，事業の担い手を①NPO主体型，②集落主
体型，③行政・地元企業主体型という３タイプに大別する。事業の内容は各
５）石田（２０１３）pp.６５-８１
２００ 桃山学院大学経済経営論集 第５７巻第４号
地域の特徴や政策に応じて，太陽光，風力，小水力，バイオマスなど様々で
ある。また，取り組みの担い手もNPO，一般社団法人，地元の民間企業，
農協，商工会，土地改良区，自治体など多様である。
３．１ NPO主体型
NPO主体型は，NPO等の公共性が高い組織形態が事業の担い手となる。
資金調達は寄付以外に，地域住民を中心とするファンドで資金を収集し，地
元への利益を還元する仕組みが採用されている。地球温暖化の防止や再生可
能エネルギーの普及を目的として生まれたケースが多く見られる。FITの導
入後，収益性が高くて初期投資コストが安い太陽光発電が事業内容の中心と
なっている。再生可能エネルギー事業そのものが地域経済に貢献する期待と
ともに，再生可能エネルギー事業を新たな地域のシンボルとして打ち出し，
地域の知名度を高める狙いが強く見られる。
事業による収益を地域還元する仕方については，地域商品券を活用する
ケースがよく見られる。具体例として，滋賀県野洲市のNPO法人エコロカ
ル・ヤスが主体となって取り組んだ事例が挙げられる。
野洲市の取り組みは，市民に１口１，０００円の寄付金を募り，太陽光発電所
を設置する事業である。寄付者に対して，地域内の協賛事業者（１４０事業
者）や町の公共施設の利用料，入場料として使用できる地域商品券（１，０００
円に対して１割増の１，１００すまいる）を発行するという仕組みになってい
る。実際の買い物などで地域商品券が使われた額は，現金の代わりにおおよ
そ支払額の３～１０％分となっている。
野洲市の取り組みでは，地域商品券を活用することによって，地域の多様
な主体の参加を得ながら再生可能エネルギーを普及していることは特徴的で
ある。しかし，活動の拡大に伴い，近年では，それにとどまらず，地域経済
や地域・市民活動の活性化，地産地消の推進など，複合的な地域活性化・地
域づくり活動としての意味合いが強くなっている。しかし，以前より広報な
どを積極的に行わなくなったこともあり，地域商品券を購入・使用する市民
地域における再生可能エネルギー事業の実態と課題 ２０１
の数は減少傾向にあり，現在では使用される場所もアンテナショップぐらい
に限られている。再生可能エネルギー普及としての意味合いは薄くなってい
る。
もう一つの事例として，同県にある東近江市の市民共同発電所の取り組み
を上げたい。ここでは「ひがしおうみコミュニティビジネス推進協議会」を
運営主体として，太陽光発電事業に取り組んでいる。１号機は事業費約５２５
万円で農産物直売所の八日市やさい村に出力５．９９kWの設備を設置した。
資金は，市民から１口５万円の出資金と滋賀県からの補助金で賄った。売電
収入は「三方よし商品券」で還元している。２号機は，１口１０万円の総額
２５０万円の設置費用に対して市民から２９０万円を集め，出力４．３９２kWの設
備をFMひがしおうみの屋上に設置した。
そして，３号機を設置する際に，「株式会社Sun讃PJ東近江」を設立し，少
人数私募債を発行して資金調達を行った。その資金は株式会社Sun讃PJ東近
江から八日市商工会議所が提供を受け，事業に取り組んだ。東近江市内経済
団体代表八日市商工会議所は，発電した電気の全量を関西電力株式会社に販
売して，その収益は資金協力者へ「三方よし商品券」で還元する。太陽光発
電設備の設置に対する市の奨励金も同じ地域商品券で発行されていることも
あり，地域商品券の発行額は２０１２年度に３，０００万円を超えている。これが
４００店舗以上ある地元の取扱店で使用されることにより，資金が循環してい
る。東近江市の取り組みについて，３号機の資金調達は，信託会社等への手
数料の支払いが必要なファンド型ではなく，市民のお金を市内で回すことを
重視した少人数私募債を採用したため，１口当たりの出資金は１，２号機よ
りも高くなっている６）。資金協力に関する説明会を開催しても，意識の高い
人しか集まらないという課題が議論されている。
次の事例として，地元の特産品を寄付者に還元する仕組みをとりあげる。
徳島県佐那河内村では，一般社団法人徳島地域エネルギーが事業主体とな
り，村有地に「佐那河内みつばちソーラー発電所」（出力１２０kW）を設置
６）国土交通省国土政策局（２０１４）
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した。総事業費約４，０００万円のうちの３００万円を寄付金で賄っている。寄付
金は，一口１万円で３００口を募集した。寄付した人には，発電の状況に応じ
て５年間佐那河内村の特産品であるキウイやイチゴ，スダチなどが届くこと
になっている。事業者がこの特産品を地域から購入することで，地域の産業
を応援することにつながると考えている。また，売電収入の一部は，村の地
域振興の財源として直接的に村に還元されることになっている。事業費用の
９割以上を融資により賄って大規模発電設備を導入することは，売電収益の
獲得を目的にする傾向が強く見られている７）。
３．２ 集落主体型
集落主体型は，高齢化過疎化や農山村の衰退に対して歯止めをかけるため
に，ある人物あるいは特定の組織が独自の活動を行い，その後事業化に結び
つくパターンが多い。再生可能エネルギーの利用はエネルギーの地産地消，
生活負担の軽減および収入の補足という面に位置づけられている。事業の内
容については，設置コストが低く，集落にある施設を利活用できるエネル
ギー源，例えば小水力発電機を設置するケースが多い。集落の課題を解決す
る志向が強いため，地域の関係者は事業に参加する積極性が高い。ほかに
は，地域で従来からある施設の再利用も一つ特徴である。
例えば，岐阜県石徹白地区では集落の存続を目指して，２００８年にJST（科
学技術振興機構）の委託研究としてらせん型水車１号機（０．２kW），２号機
（０．８kW）を設置した。２０１４年４月に，集落の住民が主体となり，新たな
農業協同組合「石徹白農業用水農業協同組合」が設立された。９１kWの小水
力発電所を建設する予定である。地区内の農業用水路を利用して，小水力発
電の導入をきっかけにした地域づくりを図っている。ただし，組合の結成に
おける意思疎通，小水力発電機のメンテナンスがほとんど組合長上村氏の
リーダーシップで行っている。
奈良県吉野町では，地域の遺産である水車を復活し，村の集会所の照明，
７）一般社団法人徳島地域エネルギーホームページより
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非常用電源や獣害よけの電気柵に使われる。売電ではなく，村の新たな魅力
を作り，地域の農林漁業の振興に活かすことを目的としている。
事業による収益の還元については，集落の電力消費の負担を軽減するほ
か，地域農産物の加工・販売への支援や観光資源の開発に当たる。例えば，
岐阜県石徹白地区では，地域全世帯の電力をまかなえる小水力発電所の事業
化へ営んでいる。「発電による収益を地域の進行事業に使う。農業の６次産
業化を進めるため農産物の加工や新商品の開発，耕作放棄地での農業，除雪
や草刈りなど地域の維持活動に充てる」８）。また，農産移住者の増加や女性が
中心となった起業活動も行っている。
３．３ 行政・地元企業主体型
行政・地元企業主体型は，行政を主導としてまちづくりの理念に基づき，
町の産業や自然資源などの特徴を踏まえて事業を起こすパターンである。行
政が事業活動を地域に普及し，浸透していくために積極的に宣伝を行う。補
助金で賄える部分が多額であるため，通常事業の内容は風力発電やバイオマ
ス発電など初期投資金額が高いものである。例えば高知県梼原町では２００１
年度からの第５次梼原町総合振興計画の策定にあたって，「共生と循環」の
まちづくりの一つの柱として，地域の森林山地資源を活用し，バイオマス，
風力，小水力の活用に活かす取り組みを行っている。
ほかには岩手県葛巻町の事例も挙げられる。産業の振興や環境問題の観点
から環境負荷の小さい新エネルギーの積極的な導入を進めることとし，１９９９
年に「葛巻町新エネルギービジョン」を策定した。行政主導で施設への補助
実績が顕著である。風力，バイオマス，太陽光発電機を設置し，発電以外に
観光資源として環境学習の体験や見学なども行っている。行政・地元企業主
体型再生可能エネルギー事業の事業費の一部は民間資本も参入できるが，地
域の関係者は事業にかかわる自由度がやや低い。筆者が行った岩手県葛巻町
におけるヒアリング調査では，当該地域のバイオマス発電設備の利用効率が
８）平野（２０１４）pp.８４-８５
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低い，地域住民から再生可能エネルギー事業と個人生活との関わりをあまり
実感していないといったコメントがあった。
次に紹介するのは，行政・地元企業主体型事業による収益は町の財政収入
となり，公益的な事業に再投資する事例である。四国カルスト高原に梼原町
が設置した風力発電施設から得られた売電収入を，森林の間伐等の保全活動
と町民が再生可能エネルギーを活用した設備を導入する際の助成金として活
用している。総工費は４億４，５００万円で，国からの補助は１億８，４００万円。
平均発電量は２，９６０MWhで，全量を四国電力に売電しており，固定価格買
取制度認定後の年間平均売電額は，約５，４００万円を見込んでいる（２０１８年２
月まで）。この売電収入を「風ぐるま環境基金」として積み立て，森林整備
や太陽光発電やその他の再生可能エネルギーを導入する際の助成金などに用
いている。当初，風力発電による年間の平均売電収入は約３，５００万円であっ
たが，固定価格買取制度に認定されて以降，２０１３年は約５，８５０万円まで増
加した。全国からの視察者数は２０１１年度をピーク（１，３００人）に減少傾向
にあるが，自治体職員や議員，NPO関係者など毎年数多く人が訪れており，
テレビ等のメディアでも多く取り上げられていることから，町の知名度が向
上した。課題としては，風力発電及び小水力発電施設の現場管理はもちろ
ん，視察や問い合わせへの対応及び広報まで，職員１名で担当している状態
で戦略的組織にするために行政職員を増員する余裕がない。町内の高齢化が
進み，１０年後には林業従事者が半数程度になる可能性がある。
４．地域活性化に役立てるために
４．１ 各事例のまとめ
ここでは，第３節に取り上げた事例を表４のようにまとめる。これらの取
り組みは，FITの導入後取り組まれた事例だけではなく，FITの導入前にす
でに再生可能エネルギー事業として成立した取り組みも存在している。ま
た，一部の取り組みには複数の目的を持った事業組織や多様な利害関係者が
地域における再生可能エネルギー事業の実態と課題 ２０５
参加している特徴を有している。その理由について，まず地方都市とりわけ
農山村を含む地域においては，地域資源の管理・運営を担ってきた仕組み・
組織がすでに存在する。例えば，農業用水路を管理している土地改良区など
である。多くの場合，これら既存の組織が土台となって再生可能エネルギー
事業を取り組んでいる９）。次に，９０年代から脱原発やエネルギー自給率の向
上あるいは地球温暖化対策によるCO２の削減など，日本国内でいろんなエネ
ルギー政策が打ち出されている。それに応じて取り組まれた事業も多く，
FITの導入後も運営し続けて徐々に広がっている。例えば，自治体の新エネ
ルギービジョンのもとに官民協働で成り立った滋賀県野洲市の市民共同発電
所事業などである。
９）田畑（２０１４）pp.１９-２２
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４．２ 残された課題
では，再生可能エネルギー事業による地域活性化の課題は何であろうか。
これについては，以下の３点が考えられる。
第一に，地域活性化を目指す再生可能エネルギー事業は，社会性と継続的
な事業運営のための利益の追求，の両者をどのように実現していくかという
課題である。再生可能エネルギー事業としては，採算に合うか合わないかと
いう観点から評価することが一般的である。ただし，これまで取り組んでき
た事例は，必ずしも収益性を狙っているではない。再生可能エネルギー事業
の実績を評価する場合，事業運営の所得，住民の参加，他の産業への経済的
波及効果および地域の自然環境の保全を含め，全体的に事業を評価できる指
標が求められている。
第二に，再生可能エネルギー事業は，どのような方法や手段により地域の
経済的・社会的活性化に貢献できるのかという課題である。すなわち，地域
が抱える課題の解決のための再生可能エネルギー事業の活用という問題であ
る。地域が抱える課題とその解決を目的とするという点では，旧村レベルな
どの小地域の場合には住民の間で理解を共有することが比較的容易だと考え
られている。また，再生可能エネルギー事業自体は他産業との関連が小さ
く，雇用創出力が小さい。事業活動を地域の特徴に合わせ，個性的な仕組み
を工夫し，他産業との連携を図ることが求められている。現在収益の還元の
手段として商品券や農産物ギフトなどが多く活用されているが，これまでの
事業の仕組みやそれらの経験を比較し整理することが必要である。
第三に，補助金を効率的に使用することについて検討する必要がある。再
生可能エネルギー施設の建設費の一部は国や県からの補助金により賄われる
場合が多い。特に人口の過疎化と高齢化の進んだ集落においては，地域住民
の活力が低下しており，集落の少数の人の力や民間組織のみで再生可能エネ
ルギー事業を起こすことには限界があると考えられる。このような地域で
は，ある程度の行政支援と事業の多元的な発展が求められる。ところが，国
や県からの補助金で施設の建設および運営を継続的に負担できるかどうかと
地域における再生可能エネルギー事業の実態と課題 ２０７
いう問題がある。また，FIT導入後，コミュニティビジネスとして再生可能
エネルギー事業を行おうとした場合，事業の需要と売上はFIT制度によって
確保されている反面，事業者の経営や努力などの事業に対する影響は小さ
い。すなわち，買取価格の単価以上の収益を上げることは難しい。こうした
中，国や県からの補助金も含めた総費用に対して，予想通りの経済効果を生
み出しているかどうかという懸念が存在している。
５．まとめ
本章では，再生可能エネルギー事業を地域に活かすメリット，デメリット
と実態を明らかにしようとした。そのために，再生可能エネルギー事業の事
例をいくつか取り上げ，地域活性化につながるあり方をその事業の主体，組
織形態，地域へ還元の仕方からそれぞれ検討した。事業化にあたって，それ
ぞれの事業主体がどういう狙いを持っているのか，地域の協力と理解をどの
ように得ていくのかが課題となる。また，それによって，事業の成果の利活
用のあり方も異なっていくと考える。そして，地域活性化を目指す再生可能
エネルギー事業には，社会性と継続的な事業運営ための利益の追求，という
この両者の実現についてどのように評価するかという課題がまだ残されてい
る。
再生可能エネルギー事業における地域活性化の実績を評価する場合，事業
運営による所得増加など経済的要因のみならず，環境の保全や住民の参加及
び社会関係資本の増進など非経済的要因も含めた分析を行う必要がある。そ
して，地域に還元する仕組みとして，地域商品券の活用が全国いくつかの地
域で展開されている。地域商品券の活用は一定の収入として家計を潤すが，
地域内で事業組織と関わる一部のエリアしか使えないため，効率が悪いとい
う側面もある。地域商品券の仕組みや運営の実態について検討する必要があ
る。さらに，大規模な再生可能エネルギー事業については，初期投資の金額
が大きいため補助金によって賄われる場合が多い。補助金の使用効率につい
ても検討する必要がある。
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Actual Situations and Problems of
Local Renewable Energy Projects:
Focusing on Subjects and Finance
ZHA Lei
In this paper, I examine some of renewable energy projects implemented
by local governments or local residents, focusing on subjects and finance of
the projects and schemes to distribute their fruits to local economies. In
each case, which is working on local revitalization through the use of
renewable energy, the main subject and motive are different from each
other. Also the way of returning the profit of the projects to local investors
and residents has several varieties in those cases. The projects examined in
this paper are categorized as “NPO initiative type,” “village initiative type,”
and “administration initiative type.” For each type, problems for regional
revitalization are clarified.
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